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建築物石綿含有建材調査者講習について

一般財団法人日本環境衛生センター
研修広報部 石綿講習チーム

橋本 大輔

平成26年度全国アスベスト適正処理協議会 公開セミナー

建築物石綿含有建材調査者講習の背景

1990年前後 建築物自体の石綿関連疾患が多発し、
「石綿健康被害の第3の波」として欧米から報告された。
（第１の波は石綿鉱山・石綿製造業、
第２の波は造船所・建築業）

1980～2000年代 英米で建築物調査者制度開始・充実
2005年 「クボタショック」 →2006年建築基準法改正
2007年 総務省勧告 国土交通省に「民間建築物の

石綿含有建材の調査方法の検討について」
2008年～ 2014年 国交省社会資本整備審議会

アスベスト対策部会アスベスト対策ワーキング
（海外視察・講習案検討・テキスト作成・暫定講習 等）

2013（平成25）年7月 国土交通省告示第748号（講習登録規定）
2013（平成25年）10月 国土交通省告示第1097号（講習実施機関の登録）
2014（平成26年）1月 建築物石綿含有建材調査者講習の開始
2014（平成26年）5月 建築物石綿含有建材調査者の誕生
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国土交通省 登録講習機関 受講者

①講習登録規程
の公示

②登録の申請

＜制度の概要＞

③講習の実施

④修了証明書の
交付

①国土交通大臣は講習登録規程を公告する。

②国土交通大臣は、機関からの申請に基づき、適切な講習を実施できる体制の確保するための
要件に

適合する機関を講習機関として登録する。

③登録講習機関は、講義、実地研修、修了考査を含む講習を行う。

④登録講習機関は、講習を修了し修了考査に合格した者に修了証明書を交付する。

＜制度のフロー＞

講習を修了し修了考査
に合格した者に資格
（建築物石綿含有建材
調査者）を付与

４

建築物石綿含有建材調査者制度と講習の関係
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建築物石綿含有建材調査者講習 概要
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カリキュラム

区分 講義時間

1
建築物石綿含有建材調査に関
する基礎知識

2時間

2 石綿含有建材の建築図面調査 3時間

3時間

1時間

4
建築物石綿含有建材調査報告
書の作成

1時間

5 成形板等の調査 1時間

3時間

20分程度

合計2時間

科目

実地研修
４グループに分かれて実施。１グループあたり３
時間程度 　※午前２グループ、午後２グループ
並行して行う

内容

修了考査
口述試験

筆記試験（1時間）、調査票試験（1時間）

講義

建築物と石綿、石綿関連疾患、建築物の石綿
濃度と健康リスク、リスク・コミュニケーション、建
築物石綿含有建材調査者その他の建築物石綿
含有建材調査全般にわたる基礎知識に関する
事項

建築一般、建築設備と防火材料、石綿含有建
材（吹付け材、耐火被覆材、保温材及び断熱
材）、建築図面その他の建築物石綿含有建材
調査を行う際に必要となる情報収集に関する事
項

3 現場調査の実際と留意点

－１　…　調査計画、事前準備、現地調査、試料
採取、現地調査の記録方法

－２　…　建材中の石綿分析その他の現地調査
に関する事項

調査票の記入、調査報告書の作成、所有者へ
の報告その他の建築物石綿含有建材調査報告
書に関する事項

成形板等の調査に関する事項

7

基本日程

科目1　(2時間)　 科目2　(3時間)　 科目3-2　(分析)(1時間)　

科目3-1　(3時間)　 科目4・5　(2時間)　

筆記(1時間) 調査票(1時間)

講義　(9:30-17:30)　ガイダンス・休憩含む

２週間程度インターバル
（実地研修終了後、約１週間後を期日に課題提出あり）

修了考査(筆記+調査票)　(13:00-16：10)
ガイダンス・休憩含む

講義　(9:00-15:30)　休憩含む

実地研修　(9:00-16:00)　休憩含む 午前 or 午後　（３時間程度）

修了考査(口述)　（9:00-18:00) １人　20分程度
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◎石綿は天然に産出する発ガン性物質

◎現存する多数の建築物には多品種かつ多量の石綿が未だに使用

◎石綿は建築物を維持・管理する上で重要視する必要性が極めて高いハザード

◎調査対象とする建築物において使用されているか否かを判断

◎使用状況や劣化状況などに応じたばく露防止対策や飛散防止対策

◎石綿による健康被害のリスクを可能な限り低減する必要

第1講座 建物の石綿含有建材調査はなぜ必要か

10

第1講座 建築物石綿含有建材調査者の育成の目的

◎事業者や建築物の所有者が自ら調査を行うことは困難

◎石綿の使用を見落としてその危険性を過小評価

◎石綿が存在しないのに存在すると判断して過大評価

◎石綿と建築についての深い知識を有した技術者が建築物に使用された

石綿含有建材の有無を調査する必要がある。

◎公的な調査者の育成
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第１講座 調査者の役割と中立性

◎世の中にある１棟毎に全て異なる建築物に使用されている

建材に対して調査し、その建築物における石綿の使用の有

無を判定することを担う

◎公的な資格が必要とされている所以。

◎建築物に石綿が存在するために発生する環境リスクは建築物の所有者
に帰属。

◎調査漏れのない石綿含有建材の有無の判定が石綿含有建材調査者に
は求められている。

◎適切なサンプル採取と精確な分析評価を実施。

12

第１講座 建物調査の考え方

ה
⅛╠─

それぞれの情報を1つにまとめることでより
効率的かつ情報確度の高い石綿調査結果が出来る。
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第1講座 石綿による健康障害

13

14

建築図面から石綿含有建材の使用を効率
的に見つけるための二つの方法を紹介す
る。

【一つ目の方法】
建築基準法の防火規制に着目する方法

【二つ目の方法】
もう一つは断熱や結露防止、吸音など
設計者の設計思想に着目する方法である

第2講座 設計図書等による調査方法
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意匠図 設計概要書 対象建築物の概要を記載

特記仕様書 使用材料の規格等図面に表現できない事項を文字や表で記載

仕上表 屋根、外壁、室内の床、内壁、天井などの仕上材を記載

配置図 敷地の形と寸法、建物の配置、道路の位置、幅員等の記載

案内図 周辺地図

平面図 通常の縮尺の平面図と1/50以上の平面詳細図がある。

立面図 東西南北の外観図

断面図 床の高さ、軒高、天井高、軒の出寸法や北側斜線制限など記載

矩計図 「かなばかり図」、納まりや寸法等、断面図の詳細を記載

・・・
構造図
設備図

第2講座 図面の種類

第３講座 現地調査の留意点

建築物は二つと同じ建築物はない。従って調査は多くの場合、吹付け材が
用いられていることが多い機械室だけで終了、ということにはならない。

現地調査における最大の留意点は調査ミスをしないことであり、この調査ミ
スの最大の要因は調査漏れである。なぜ、ここに石綿含有建材が使われて
いるのか、もしかしたらあの部位にも使われているのではないか、などと疑い
の目（推測する力）をもつことが重要である。設計者や施工者の意図を探るこ
とができれば、同一建築物における類似箇所への石綿含有建材の使用を類
推することができる。建築物などの円滑でかつ確実な調査の実施は、調査者
の知識・経験・推測・判定など総合的な能力によるところが大きい。調査者は、
進んで情報を収集し、特異例なども含め類例を他の調査者と意見交換をする
など、自己研鑽に努めたい。

37 16
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第３講座 建築物の構造別の留意点

建築物の構造によって調査の視点・留意点が異なる。建築の基礎知識とし
て建築物の一般的な構造や建築基準法などの法制度などに関する最低限
の知識などの習得に努めたい。建築物の構造別の留意点については、巻末
資料２を参照すること。

巻末資料２
・建築物の構造別の留意点

建築物の構造を外見から見分けるにはある程度、建築に関する知識が必
要になる。本項では構造別の一般的な石綿含有建材の使用部位や調査上
の留意点などを記すが、この構造自体、「ＲＣ造・一部Ｓ造」や「柱ＳＲＣ造・
はりＳ造」のような複雑なものもあるので注意したい。また石綿含有建材は
構造によって明確に使い分けされているわけではないので、現地で確認す
ることが必要である。

（１）ＲＣ造およびＳＲＣ造
（２）Ｓ造
（３）木造

の構造別に特徴を記載している。

38 17

第３講座 建築物の用途別の留意点

調査においては、建築物の用途によって視点・留意点が異なる。建築物の
用途によっては例えば地方公共団体（建築部局や消防本部・署）などから、
個々に指導を受けて施工されていたり、また用途変更に伴う付帯工事がなさ
れ、当初の建築図面と異なっているなどの場合もあるので注意を要する。建
築物の用途別の留意点については、巻末資料３を参照すること。

建築物の用途別の留意点
建築基準法第１条には、「建築物の敷地、構造、設備及び用途に関する最低
の基準を定め」と記されている。ここでいう基準とは、決して設計を行う上での
推奨値のことではない。顧客は、自らの満足を得るために設計には高い要求
を課すことが多く、そうした要求に応えて石綿含有建材は使用されてきた。
【留意点】

用途ごとに建物に対する要求品質がある。例えば劇場・ホール等の音響な
どの音響効果は法的なものでなく、用途上必用なものである。そうした建物
の用途で使用された石綿含有建材の例を集めたものである。

39 18
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第3講座 JIS A 1481 改正内容

区分 現行（改正前） 改正後

第1部
①偏光顕微鏡分析法
②電子顕微鏡法（SEM法）
③電子顕微鏡法（TEM法）

第2部
①X線回折法
②位相差分散顕微鏡法

定量分析
①X線回折法　　　　　　　 第3部

①X線回折法

①X線回折法
②位相差分散顕微鏡法

定性分析

19

第4講座 総括票記入方法（今回調査個所）

区
分
す
る

15

必ず記載

調査条件に合わせて必ず記載：表1・3参照
20
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第4講座 総括票記入方法（今回調査できなかった箇所）

調査が行われなかった個所については、施主都合や安全上に起因するもの
か、単なる調査者の見落としかを明確に報告書に記載する必要がある。

石綿調査での石綿建材の有無は、対象建物の売買や解体・改修工事に大き
な影響を及ぼすため、調査ミスを生じると、瑕疵責任や信用問題が発生する。

そのため調査できなかった個所を明確にするため、場所（範囲）と出来なかっ
た理由を報告書に記載することは非常に重要な事項である。

上記、表への記載を行い、平面図・断面図等に範囲を記載し、報告書に添付
し、図面頁の記載を行う。

19
21

レベル３ の
石綿含有建材とは

レベル１
吹付け材

レベル２
保温材
耐火被覆材
断熱材

上記に該当しない
残りすべての石綿

含有建材
7

第５講座 レベル3の石綿含有建材とは

22
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・建築後に手を加えられる可能性のある仕上げ材に用いられる建材が
多いこと

・設計図書や竣工図書に記入されていなくても、その後の建築物の
使用変遷に伴って、仕上げ材は容易に変更されている可能性がある

・部屋のレイアウトも変更され、間仕切りの撤去・新設等があり、
デットスペースや隠し部屋が生じている場合がある

・図面情報の既成概念に捕らわれることなく、特に注意深く現地確認
作業を実施することが肝要である

・通常の使用状態では飛散性が低いレベル３建材であっても、破損や
水漏れ等で建材が飛散状態であったり、劣化が生じている場合がある。
このような場合、劣化診断を行い、補修や撤去を促すアドバイスが必要

35

第５講座 レベル3建材の調査の留意点

23

【事例】 新しい材料が石綿不含有とは限らない。

a)1970年最初の施工はミネラートンで施工（1968～1969）
b)1978年改修工事はソーラートンで施工（1971～1981）

使用されていたと仮定した場合、最初の岩綿吸音板は石綿不含有であるが、
改修工事で使用した新しい岩綿吸音板は石綿含有製品だということになる。

出典：石綿含有建材データベース

62

第５講座 新しい材料が石綿不含有と限らない事例

24
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実地研修

■石綿建材のある建築物を使用し、3時間程度で模擬調
査を行う

■講師1名にて受講生7～8名を引率し、調査時のポイント
を現場指導

■実地研修終了後、「現地調査総括票・個票」を受講生は
完成させ、提出する

25

修了考査

■口述試験、筆記試験、調査票試験の3種類全て60％以上で、修了者となる

■本人希望確認の上、修了者（調査者）はホームページ上で氏名等を公開
http://www.jesc.or.jp/info/asbestos/02.html

■終了した試験問題は原則として公開しており、次のURLにて確認可能
http://www.jesc.or.jp/info/asbestos/03.html

■下図は平成25年度筆記試験問題の一部

26

http://www.jesc.or.jp/info/asbestos/02.html
http://www.jesc.or.jp/info/asbestos/03.html
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建築物石綿含有建材調査者講習の特長（1/3）

（１）疾患～リスクコミュニケーション
既存建築物の石綿が起こした石綿関連疾患、作業時及び建築物内

等の石綿濃度、石綿濃度と健康影響の関連、石綿の飛散リスクとリス
クコミュニケーション等の基本内容を学習する。

（２）説明能力
建物所有者と利用者に科学的、公平に説明できる能力を養成する。

（３）実技講習と調査票試験
過去に民間等で行われた石綿含有建材調査講習は座学のみで実技

講習がない。知識のみで合格し調査能力が十分ない問題点が指摘さ
れてきた。

本講習は、実際の建物で実地研修を行い、実地調査能力をつけるこ
とが前提で講習設計がなされている。

27

建築物石綿含有建材調査者講習の特長（2/3）

（４）建築学の知識
建築図面を読む建築学的講義の必要性と、図面が一切ない建

物で的確に調査する現場的石綿含有建材の基礎的知識の双方に
配慮する構成になるよう、講習内容を留意している。

（５）統一的な建物調査票（現地調査票）の使用
2005年の４省庁（文部・厚生労働・国土・総務）通達は建物調査方

法、調査書式の明示がなかった。→調査の問題点
欧米の調査票の判断項目も参考に日本独自の建物調査票を作

成、ＷＧ委員や暫定講習受講生が使用して暫時改善を行い現在の
「現地調査票」となった。

欧米の調査票とも相互理解が可能な調査票となっている。

28
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建築物石綿含有建材調査者講習の特長（3/3）

（６）調査対象

石綿則の通称「レベル１」、「レベル２」建材を主要対象としつつ、
「レベル３」建材を含めた講習を行う。

（７）調査票における「非調査箇所」明示

隠ぺい部、セキュリティ上の理由等による非調査箇所を明示。調
査とサンプリング部の明示で調査精度を高め、建物使用時から改
築時、解体時まで使用できる調査票となるよう配慮している。

（８）製造年代含めた基礎的知識と適切なサンプリング

石綿含有を分析結果のみで判断せず目視や建材知識等を踏まえ
て総合的に判断でき、必要に応じて再分析や再サンプリングを指
示できる人材の育成を目標としている。

29

受講者の声（1/3） 講習全体評価

満足
41%

まあまあ満足
41%

どちらとも言え

ない
16%

やや不満
2%

不

満
0%

Q1 講習の満足度

満足

まあまあ満足

どちらとも言えない

やや不満

不満

【良かった点】
・建築の視点からアスベストを学ぶことができ、有意義であった
・これまで自己流でやってきた調査について基礎から学べてよかった
・調査報告書等の書き方がわかりお客様に説明しやすくなった
【改善点】
・扱いの厄介なレベル3についてもう少し扱ってほしい
・実地研修の時間をもう少しとってほしい

■平成25年度修了者114人にアンケート送付、有効回答44件より複数意見抽出
30
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受講者の声（2/3） 実地研修評価

【良かった点】
・調査の際に注目すべき点、注意点を教えてもらえた
・講師の経験を元にした説明でわかりやすかった
・場所ごとに確認しながら具体的な説明があり、よかった
【改善点】
・講師1人で多人数に対応するため、聞き取りにくい時がある
・講師によって考えが異なる部分があった

■平成25年度修了者114人にアンケート送付、有効回答44件より複数意見抽出

適切
73%

不適切
11%

どちらとも言

えない
16%

Ｑ４実施研修 説明

適切

不適切

31

受講者の声（3/3） フォローアップ及び制度的支援要望

１、実施機関によるフォローアップ要望
・法令や制度変更があった場合の説明会、講習会の実施
・情報サイト等による修了者から講師への相談の場の設定
・メールニュース等による最近のトピックに関する情報提供
・実地研修によるレベル向上
・資格者を地域別に組織化し、交流や勉強を行う

２、制度的支援要望
・調査者による事前調査の制度化、義務化
・共通仕様書にアスベスト調査の項を設け、当該資格者の実施とする
・建物所有者への助成制度の周知
・調査の妥当性をチェックする仕組みと支援

■平成25年度修了者114人にアンケート送付、有効回答44件より複数意見
抽出

32
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平成26年度講習実施予定（6月以降）
開催地区 申込締切

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

4月24日（木）
4月25日（金）

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
4月26日（土）

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
5月12日(月)

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
8月19日（火）

連合会館
(東京都千代田区)

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

5月29日（木）
5月30日（金）

天満研修センター
（大阪府大阪市）

6月1日（日）
日本環境衛生センター

東日本支局
（神奈川県川崎市）

6月16日(月)
天満研修センター
（大阪府大阪市）

8月19日（火）
連合会館
(東京都千代田区)

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

6月26日（木）
6月27日（金）

愛鉄連厚生年金基金会館
（愛知県名古屋市）

7月6日（日）
日本環境衛生センター

東日本支局
（神奈川県川崎市）

7月22日(火)
愛鉄連厚生年金基金会館

（愛知県名古屋市）
8月19日（火）

連合会館
(東京都千代田区)

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

7月24日（木）
7月25日（金）

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
7月26日（土）

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
8月11日(月)

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
8月19日（火）

連合会館
(東京都千代田区)

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

8月28日（木）
8月29日（金）

北海道自治労会館
（北海道札幌市）

※会場が変更になりました
8月31日（日）

札幌市内　実地研修会場
※会場が変更になりました

9月24日(水)
札幌サンプラザ
（北海道札幌市）

12月19日（金）
AP浜松町

（東京都港区）

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

9月18日（木）
9月19日（金）

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
9月20日（土）

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
未定 未定 12月19日（金）

AP浜松町
（東京都港区）

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

10月2日（木）
10月3日（金）

日本環境衛生センター
西日本支局

（福岡県大野城市）
10月4日（土）

日本環境衛生センター
西日本支局

（福岡県大野城市）

10月17日
（金）

日本環境衛生センター
西日本支局

（福岡県大野城市）
12月19日（金）

AP浜松町
（東京都港区）

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

10月30日（木）
10月31日（金）

第一セントラルビル
（岡山県岡山市）

11月8日（土）
日本環境衛生センター

西日本支局
（福岡県大野城市）

11月26日
（水）

第一セントラルビル
（岡山県岡山市）

12月19日（金）
AP浜松町

（東京都港区）

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

11月27日（木）
11月28日（金）

YMCA国際文化センター
（大阪府大阪市）

11月30日（日）
日本環境衛生センター

東日本支局
（神奈川県川崎市）

12月14日(日)
YMCA国際文化センター

（大阪府大阪市）
12月19日（金）

AP浜松町
（東京都港区）

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

12月11日（木）
12月12日（金）

ハーネル仙台
（宮城県仙台市）

12月20日（土）
日本環境衛生センター

東日本支局
（神奈川県川崎市）

1月6日（火）
ハーネル仙台

（宮城県仙台市）
3月27日（金）

連合会館
(東京都千代田区)

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

1月29日（木）
1月30日（金）

愛鉄連厚生年金基金会館
（愛知県名古屋市）

2月7日(土)
日本環境衛生センター

東日本支局
（神奈川県川崎市）

2月23日(月)
愛鉄連厚生年金基金会館

（愛知県名古屋市）
3月27日（金）

連合会館
(東京都千代田区)

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

2月12日（木）
2月13日（金）

日本環境衛生センター
西日本支局

（福岡県大野城市）
2月14日（土）

日本環境衛生センター
西日本支局

（福岡県大野城市）
3月2日（月）

日本環境衛生センター
西日本支局

（福岡県大野城市）
3月27日（金）

連合会館
(東京都千代田区)

日程 会場 日程 会場 日程 会場 日程 会場

3月5日（木）
3月6日（金）

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
3月7日(土)

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
3月23日(月)

日本環境衛生センター
東日本支局

（神奈川県川崎市）
3月27日（金）

連合会館
(東京都千代田区)

※実地研修終了後に、研修の内容を踏まえた課題を作成していただき、期日内（実地研修終了後約２週間後）に提出いただきます。

関西
(大阪市)

1月29日（木）
九州

(大野城市)

関東
(川崎市)

2月19日（木）

受付終了

受付終了

受付終了
（定員に達したため）

受付終了
（定員に達したため）

8月14日（木）

9月18日（木）

11月13日（木）

11月27日（木）

1月15日（木）

関東
(川崎市)

関西
(大阪市)

中部
(名古屋市)

東北
(仙台市)

中部
(名古屋市)

中国
(岡山市)

関東
（川崎市）

9月4日（木）

10月16日（木）

講義（座学） 実地研修 口述試験 筆記試験・調査票試験

関東
（川崎市）

北海道
（札幌市）

九州
(大野城市)

33

今後の展開

■地方での実地研修及び講習会場の増設
・札幌 8月31日(日)
・大阪 検討中
・長野 検討中

■修了者向けフォローアップ
・補講（講演会） 9月実施予定、新JIS解説及び法改正対応
・相談ウェブサイト 年度内開設に向け、検討中

■石綿問題に関する普及啓発活動の実施
・リレー講演「建築物における石綿対策の最新動向」
10月22日(水)午後、富山国際会議場（富山県富山市）にて実施
詳細は決定次第、次のURL等にて告知
http://www.jesc.or.jp/work/taikai/58th/index.html

34
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（本内容に関するお問い合わせ先）
一般財団法人日本環境衛生センター

研修広報部 石綿講習チーム
URL：http://www.jesc.or.jp/info/asbestos/01.html

E-mail：daisuke_hashimoto@jesc.or.jp
TEL：044-288-4818
FAX：044-288-4952

ご静聴ありがとうございました。
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